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ベーカー＆マッケンジー法律事務所は、アジア・太平洋地域に 17 の事務所からなるネッ

トワークを有しております。アジア・フォーカスチームにおいては、かようなネットワー

クを最大限に活かし、アジア全域へ進出・事業拡大を検討する日本企業に対し、コーポ

レート、M&A、ファイナンス、紛争解決等、幅広い分野でシームレスなリーガルサービ

スを提供しております。本ニューズレターは、アジア各事務所にて執務する日本人弁護士

が、現地における最新の重要な法律情報をお届けするものです。 

東アジア 

 中国 

● 外商投資産業指導目録改正、パブリックコメントを募集 

中国国家発展改革委員会（以下「国家発改委」）は、11月 4日付で外商投資産業指導目録（以下「目録」）の

改正草案を国家発改委ホームページ上に掲載し、11月初旬から 12月初旬までの一カ月間、パブリックコメント

を募集する方針を発表した。 

同発表によれば、今回の改正は、経済のグローバル化という新たな情勢に対応し、積極的かつ主導的に開放政策

を進めるとともに外資管理の方式を改め、さらに、経済ストラクチャーの調整及び改良に努め、透明性を一層向

上させることを狙いとしている。具体的には、目録中の「制限類」1項目を大幅に削減して外資持分比率の制限

を緩和し、製造業及びサービス業の対外開放に重点を置いている。 

改正草案は、2012年 1月 30日に施行された現行目録を改正するものであるが、「制限類」項目を現行の 79項目か

ら 35項目に減らしている。特に大幅な削減がなされたのが製造業の項目であり、飲料製造業、たばこ製品業、印

刷及び記録メディアの複製、石油化工・コークス製造及び核燃料加工業、化学原料及び化学製品製造業、医薬品製

造業、化学繊維製造業等、幅広い分野が「制限類」リストから除外された。また、卸売業においては、直接販売・

通信販売・ネット販売、オーディオ・ビジュアル製品（映画を除く）の流通（合作に限る）に対する制限も除外さ

れた。さらに、不動産業も全体が「制限類」リストから除外され、娯楽産業においては、映画館の建設・運営（中

国側の持分支配）、大型テーマパークの建設・運営（中国側の持分支配）、娯楽施設の運営（合弁、合作に限定）

などに対する制限も撤廃された。なお、改正草案のその他の特徴として、現行目録に多数見られた「合資・合作」

あるいは「中国側持分支配」という外資持分比率の制限が、各業種で撤廃されたことも注目される。 

本改正作業の背景には、中国経済の成長鈍化に歯止めをかけるため、中国国内企業の効率性を高め、国際的競争

力を向上させるという中国政府のねらいがある。そのために、政府も市場の力を借りて非効率的な国営企業の体

制を改善することを目指してきたが、そのような改革の要請にもかかわらず、これまでは経済に対する政府のコ

ントロールを緩めることには慎重な姿勢を示していた。パブリックコメントの結果により、今後改正案に対する

変更が加わる可能性はあるものの、基本的な方向性としては、本改正が施行された場合は、日本企業にとっても

中国投資の対象産業や手段の幅が広がることが予想され、今後も引き続き改正の動向に注視する必要がある。 

  

                                                      
1
 「目録」では、産業業種ごとに「奨励類」、「制限類」、「禁止類」という区分を用いて分類している。また、以上 3分類

のいずれにも区分されない業種は「許可類」とされる。 
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中国に関するお問い合わせについては、下記までお願いいたします。 

折原康貴 Tel: 03-6271-9545 yasutaka.orihara@bakermckenzie.com 

山内理恵子 Tel: 03-6271-9890 rieko.yamauchi@bakermckenzie.com 

 韓国 

● 有期雇用労働者法及び派遣労働者法の改正 ― 非正規雇用労働者の保護拡充 

2014年 9月 19日、非正規雇用労働者の保護を拡充する目的の下、韓国の有期雇用労働者法及び派遣労働者法が

改正された。改正の概要は以下のとおりであり、いずれも雇用側の責任を厳格化する内容となっている。 

 非正規雇用労働者の差別的取扱いに対する是正命令の内容について、従来は当該差別的取扱いを当局に告

発した非正規雇用労働者の取扱いの是正のみに限られるものと一般に理解されていた。しかし、今回の改

正により、差別的取扱いの告発があった場合、(i) 告発のあった事業場の労働環境全般について雇用労働部

が調査のうえ、非正規雇用労働者一般の取扱いの是正を要請できること、(ii) 雇用主が雇用労働部による要

請に従わなければ、労働委員会が是正命令を発することができることとされた。 

 非正規雇用労働者に対する故意による差別的取扱い、又は繰り返し行われた差別的取扱いに責任があると

認められた雇用主について、労働委員会により制裁金が課せられうると定められていたが、当該制裁金の

上限は、従来、当該差別的取扱いから直接かつ現実に生じた損害に設定されていた。しかし、今回の改正

により、当該差別的取扱いから直接かつ現実に生じた損害の三倍の額に引き上げられた。 

 パート・タイム従業員の割増賃金について、従来、パート・タイム従業員の残業時間が法定の標準労働時

間（一日 8時間、週 40時間）を超えない限り、雇用主は従業員に対し割増賃金を支払う必要はないとされ

ていた。しかし、今回の改正により、パート・タイム従業員が残業した場合、当該従業員の通常の賃金の

150パーセントに相当する割増賃金を支払わなければならないこととされた。 

● 外国判決等の承認に関する規定の改正 ― 承認要件の明確化 

2014年 5月 20日、改正された韓国民事訴訟法の外国判決等の承認に関する規定が施行された。かかる改正は、

外国判決等の承認の要件を明確化するものである。改正の概要は以下のとおりである。 

 損害賠償に係る外国判決等の承認の要件を規定する新たな条文が設置され、韓国の法律及び韓国が批准し

ている条約の基本原則に照らし、通常認められる額を超える損害賠償を課す外国判決等の承認を拒絶する

ことができることとなった。韓国の法律及び韓国が批准している条約の基本原則に照らし、通常認められ

る損害賠償の額を超えるか否かについては、当該外国判決等が支払を命ずる損害額に加え、弁護士費用や

訴訟費用を含めて判断される。この条文は、同種の判断を下した地裁の裁判例を明文化したものである。

また、韓国の裁判所は、損害賠償に係る外国判決等について、韓国の法律及び韓国が批准している条約の

基本原則に照らし、通常認められる額を超える損害賠償が命じられているか、必ず確認しなければならな

いことなった。 

 承認の対象については従来、外国判決に限られていた。しかし、改正により、承認の対象が判決と同一の

効力を有する最終判断にも拡張されることとなった。 

韓国に関するお問い合わせについては、下記までお願いいたします。 

杉山日那子 Tel: 03-6271-9516 hinako.sugiyama@bakermckenzie.com 
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 香港 

● 競争条例ガイドラインを公表 

香港の競争事務委員会は、2014年 10月 9日、香港競争条例のガイドライン案を発表した。同委員会は現在ガイ

ドライン案につき意見公募中であり、募集した意見に基づき同ガイドライン案を修正し、立法評議会との協議の

上でガイドラインを完成させる予定である。競争条例が発効する前に修正を完成しなければならないが、現時点

において想定されるガイドラインの効力発生日は 2015年の年末である。 

2012年に公表された競争条例においては、反競争的協定の禁止（第一行為ルール）及び優越的な市場支配力の

濫用（第二行為ルール）に対する広範な制限を導入している。また、競争条例に違反すると、罰金が科せられる

可能性があり、罰金の上限金額は競争条例を違反した企業の過去 3年間の売上高の 10%となっている。なお、競

争事務委員会が競争条例の違反に関して調査する権限を有しており、競争事務裁判所だけが競争条例に違反する

かどうかの判断を下す権限を有している。 

競争条例ガイドラインは、競争事務委員会による競争条例の解釈を示し、競争条例の機能を明確にすることを目

的としている。同委員会は以下の 6つのガイドランを発表し、意見を公募している。 

 第一行為ルール：香港における競争に悪影響を与える非競争的な合意に対する制限（競争者間における販

売価格、マーケットシェア、入札に関する合意等）を対象とする。 

 第二行為ルール：香港における競争に悪影響を与える優越的地位の濫用に対する制限を対象とする。 

 競争事務委員会に対する申立ての方法 

 競争事務委員会による調査の手法：競争事務委員会は(a)申立ての受領段階、(b)第一の評価段階、(c)調査段

階の三段階で調査を実施する。同委員会による強制的な情報収集権限及び手続きを含む。 

 企業結合・合併に関する規制 

 適用除外及び免除の申立てに関するガイドライン 

香港に関するお問い合わせについては、下記までお願いいたします。 

折原康貴 Tel: 03-6271-9545 yasutaka.orihara@bakermckenzie.com 

 台湾 

● 「食品安全衛生管理法」の一部改正案、行政院で可決、罰則を大幅に強化 

立法院は、2014年 11月 18日に、台湾における一連の食用油に関する偽装問題や、違法添加物を使った食品安全

問題を巡って、衛生福利部により提出された「食品安全衛生管理法」の一部改正案を可決した。改正法の主要な

改正点は以下のとおりである。 

1. 過料の大幅な強化： 

違法行為を未然に防ぐため、偽造品又は偽造、未許可食品添加物の添加に対する過料の上限を 5千万新台

湾ドルから 2億新台湾ドルに引き上げる（改正案第 44条）。 

2. 法行為に対する罰則の強化： 

 偽造品又は偽造、未許可食品添加物の添加に対する懲役は、期間を従来の 5年以下から 7年以下に延

長し、8千万新台湾ドル以下の罰金を併科することができる（改正案第 44条）。 
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 消費者の身体に被害が生じる場合は、1年以上 7年以下の懲役、又は 1億新台湾ドル以下の罰金を併

科することができる。 

 消費者の身体に重大な被害が生じた場合は、3年以上 10年以下の懲役、又は 1億 5千万新台湾ドル以

下の罰金を併科することができる。 

 消費者が死亡した場合は、無期懲役又は 7年以上の懲役、又は 20億新台湾ドル以下の罰金を併科する

ことができる。 

 上記罰金に関する修正は全て従前の 10倍となる（改正案第 49条） 

3. 一事不再理効との関係での行政処分の迅速化： 

 第 49条第 5項の法人の罰金に関する規定の修正で、行政機関により法人に罰金を科すことは「一事

不再理効」に反さないことを明確化した。 

 司法機関に被告人の雇用者の財産に対する差押えの権利を付与する（改正案第 49条の１）。 

 改正前に第 49条第 5項の違反による最終的な判決が下された案件については、本改正による罰則の

執行から免除されない（改正案第 59条の 1）。 

台湾に関するお問い合わせについては、下記までお願いいたします。 

折原康貴 Tel: 03-6271-9545 yasutaka.orihara@bakermckenzie.com 

 

東南アジア 

 インドネシア 

● 新保険法の成立 

2014年 9月 23日、インドネシア議会において新しい保険法（保険に関する 2014年法律第 40号、以下「2014年

保険法」）が成立し、2014年 10月 17日に施行された。2014年保険法の主要な内容は以下のとおりである。 

 インドネシア国籍株主の保有要件に関する規制が明確化された。外資出資比率については今後制定される

政令に委ねられることとなっている。 

 「コントローラー（Controller）」の概念の導入により、保険会社の取締役・監査役の決定を行う者や取締

役・監査役の行為に影響力を有する者に対して、法人格を否認して保険契約者や被保険者等による責任追

及を可能にしている。 

 二以上の生命保険会社、損害保険会社、再保険会社、シャリーア生命保険会社、シャリーア損害保険会社、

シャリーア再保険会社の支配株主になることが禁止されている。 

 一定の状況において、保険会社の運営を行う法定管理人の選任を金融サービス庁が行う制度が導入された。 

 2014年保険法施行後 10年経過後又はすべての保険積立金のうちシャリーア積立金が 50%を超えた場合の

シャリーア保険部門の保険会社からの切り離しを定めている。 

 保険契約者保護のための保険保証制度が導入された。 

 アクチュアリー、公認会計士、保険査定人その他の専門家に関する登録及び適格性審査を金融サービス庁

が行う制度が導入された。 
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 外国保険業者に許容されてきた保険対象の範囲が限定された。 

 2014年保険法下ではインドネシアにおける再保険の拡大が図られている。 

 2014年保険法により行政罰及び刑事罰の厳格化が図られている。 

上記法令に関する実質部分は今後制定される規則により定められる部分が多く、今後の動向を注視する必要があ

る。2014年保険法のより詳細な内容については、Hadiputranto, Hadinoto & Partners（ベーカー＆マッケンジー、

インドネシアオフィス）より 11月付で発行されたクライアントアラート（英語）を参照されたい。 

インドネシアに関するお問い合わせについては、下記までお願いいたします。  

富本聖仁 Tel: 03-6271-9710 seiji.tomimoto@bakermckenzie.com  

 シンガポール 

● シンガポール国際商事裁判所設立に関する法案が可決 

2014年 11月 4日、シンガポール国際商事裁判所（Singapore International Commercial Court、SICC）設立に関する

下記の法案の変更が可決された。 

 Constitution of the Republic of Singapore (Amendment) Bill 2014 

 Supreme Court of Judicature (Amendment) Bill 2014  

 Legal Profession (Amendment) Bill 2014 

SICCは、高等裁判所の一部門として設立され、そこで下された判決は、シンガポール最高裁判所の判決と同様

に強制執行を行うことができる。SICCにおいては、シンガポール法だけではなく、外国法も取り扱われること

となり、シンガポール法についてはシンガポール法裁判官、外国法については外国法弁護士・裁判官などが取り

扱うこととなる。 

また、外国法弁護士は SICCに登録すれば、外国法について法廷弁護活動を行うことが可能であり、以下の 2種

類の登録制度が準備されている。 

 トライアルを含めた法廷活動全般を行うことができる登録 

 書面の提出などの限定された法廷活動を行うことができる登録 

シンガポールは現在仲裁地としてその地位を確立しているが、仲裁制度は費用が高くなる、時間がかかるなどの

問題点もある。SICCは仲裁制度を補足する制度として、シンガポール法務省が中心となってすすめている制度

である。もっとも、SICCの判決を外国において承認・執行することができるのか、当事者が SICCにおいて紛争

を解決する旨の合意をしなければならないなどの問題点も存する。 

● シンガポール国際調停センター及びシンガポール国際調停機関が運営開始 

2014年 11月 5日、シンガポール国際調停センター（Singapore International Mediation Centre、SIMC）、及びシン

ガポール国際調停機関（Singapore International Mediation Institute、SIMI）が運営を開始した。 

SIMCは国際的な紛争の調停に特化した調停センターである。上記の SICC、シンガポール国際仲裁センター

（Singapore International Arbitration Centre、SIAC）とともに、SIMCは国際的な紛争解決のための機関である。

SIMCは他の法域の Memorandum of Understandingを締結し、他国の調停機関と連携して調停を通じた国際的紛争

解決のためのプラットフォームを提供する予定である。なお、シンガポールにはシンガポール調停センター

（Singapore Mediation Centre、SMC）が存するが、今後も SMCは存続し、国内の調停により特化していくことと

なる。 

http://f.datasrvr.com/fr1/714/63653/Corporate_Commercial_-_2014_Insurance_Law_(Updated_-_November_2014).pdf?cbcachex=896923
mailto:seiji.tomimoto@bakermckenzie.com
http://www.bing.com/images/search?q=%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%82%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%80%80%E5%9B%BD%E6%97%97&qs=n&form=QBIR&pq=%E3%82%B7%E3%83%B3%E3%82%AC%E3%83%9D%E3%83%BC%E3%83%AB%E3%80%80%E5%9B%BD%E6%97%97&sc=0-0&sp=-1&sk=#view=detail&id=D74B38AFD4FCCEBC205D0E704C09080F38F7B517&selectedIndex=2
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また、SIMIは SIMCなどに登録する調停委員のためのトレーニングなどを担当する機関である。 

SIMCの運営の開始とともに、SIMC及び SIACは連携して、Arbitration-Mediation-Arbitration （Arb-Med-Arb）制

度が開始することを発表した。Arb-Med-Arb 制度とは、仲裁を開始し、一定の主張が出揃った段階で調停を行い、

仮に調停で和解が成立した場合、Consent Award（和解の内容を仲裁判断としてまとめ、国内外における承認・

執行を確保する制度）を行うことができるようにする制度である。仮に、調停で和解が成立しなかった場合、仲

裁に再度、移行することとなる。Arb-Med-Arb制度を導入する際には、当事者は、以下のような紛争解決条項に

合意することが推奨されている。 

All disputes, controversies or differences (“Dispute”) arising out of or in connection with this contract, including any 

question regarding its existence, validity or termination, shall be referred to and finally resolved by arbitration in Singapore 

in accordance with the Arbitration Rules of the Singapore International Arbitration Centre (“SIAC”) for the time being in 

force. 

The parties further agree that following the commencement of arbitration, they will attempt in good faith to resolve the 

Dispute through mediation at the Singapore International Mediation Centre (“SIMC”), in accordance with the SIAC-SIMC 

Arb-Med-Arb Protocol for the time being in force. Any settlement reached in the course of the mediation shall be referred to 

the arbitral tribunal appointed by SIAC and may be made a consent award on agreed terms. 

また、SIMCにかかる費用は、非常に低廉なものとするように規定されているところ、この点でも多大な費用が

かかる仲裁手続の弱点を補足するともいえよう2。  

上記のようにシンガポールは、SICC、SIMCを設立を進め、SIACを含めて、それぞれの機関が協力し合い、国

際紛争解決のためのプラットフォームを提供している。今後、アジア投資に際して、どのような紛争解決条項に

合意していくべきか、事案に応じて柔軟に検討していく必要があると言えよう。 

● SGXセカンダリーリスティングルールの変更 

2014年 11月 3日、シンガポール証券取引所（SGX）は、セカンダリー上場に関するルールを変更した。 

新しいルールでは、既に他の 22の Developed Markets（先進国市場）においてプライマリー上場を行っている会

社について、SGXとの協議義務を免除することを規定する。具体的には、セカンダリーリスティングルール 9

章、10章、及び 13章における義務が免除（217条及び 751条を除く）されることとなる。22の Developed 

Marketsと規定された国には日本も含まれているため、日本においてプライマリー上場を行っている企業に対し

ては当該免除が可能となる3。  

なお、22の Developed Marketsとされた以外の国については、SGXとの協議が依然として必要となる。 

シンガポールに関するお問い合わせについては、下記までお願いいたします。 

栗田哲郎 Tel: 03-6271-9522（日本）、+65-8183-5114（シンガポール） 

  tetsuo.kurita@bakermckenzie.com 

 タイ 

● 保証及び抵当権に関するタイ民商法典の改正： 保証人及び抵当権設定者の保護

の拡大 

タイ民商法典上の保証及び抵当権に関する規定が近く改正される予定である（以下「改正法」）。改正法案は立

法手続きにおいて既に可決されており、間もなく施行される見込みである。 

  

                                                      
2 SIMCのホームページ http://simc.com.sg/  
3 フィーに関する規定 http://simc.com.sg/our-fees/aministrative-fees/  

mailto:tetsuo.kurita@bakermckenzie.com
http://www.bing.com/images/search?q=%E3%82%BF%E3%82%A4%E3%80%80%E5%9B%BD%E6%97%97&qs=n&form=QBIR&pq=%E3%82%BF%E3%82%A4%E3%80%80%E5%9B%BD%E6%97%97&sc=0-0&sp=-1&sk=#view=detail&id=1A7A19F5A51457AD6AB5CCC56D370B30C75D3F64&selectedIndex=1


7    アジアフォーカスチーム ニューズレター 12月号 December 2014 

主要な改正点 

改正法の主たる目的は、保証人及び抵当権設定者の保護をはかる点にあり、債権者及び抵当権者は以下のような

影響を受けることとなる。 

主要な改正点 結果 影響 

保証債務への補充性（主たる

債務者が履行しない場合に履

行を要する 2次的な債務であ

ること）の付与 

補充性を有しない連帯保証は無効

となる。 

保証人は債権者に対し催告・検索の

抗弁権が認められる。 

将来の債務又は条件付き債務

に対する保証債務の詳細を規

定する必要 

将来の債務又は条件付き債務に対

する保証契約は、保証債務の詳細

（目的、主たる債務、保証極度額

及び保証期間）について規定する

必要がある。当該要件を遵守しな

い保証契約は無効となる。 

無限定な根保証は許容されないこと

となった。 

 

主たる債務者の債務不履行の

場合に保証人及び物上保証人

に対して通知を行う必要 

 

主たる債務者が債務不履行となっ

た場合、債権者は保証人に対して

債務不履行の日から 60日以内に

通知を行うことを要する。これを

怠った場合、保証人は 60日以降

に発生し得る遅延利息又は遅延損

害を負わないこととなる。 

 

抵当権実行に先立ち、被担保債権

者は物上保証人に対して、債務者

に対する支払請求から 15日以内

に通知を送付しなければならな

い。これを怠った場合、物上保証

人は 15日以降に発生し得る遅延

利息又は遅延損害を負わないこと

となる。 

債務不履行に関する通知の要件は、

改正法施行前に設定された既存の保

証及び抵当権に対しても遡及的に適

用される。 

 

債権者は、主たる債務者の債務不履

行発生のたびに保証人に対して通知

を行うことが求められる。 

 

物上保証人の責任を抵当物件

のみに限定 

物上保証人に対して抵当権実行時

に被担保債権の不足額を填補する

責任を負わせる条項は無効とな

る。 

 

抵当権設定契約又は別個の契約に

おいて規定されているかにかかわ

らず、物上保証人が以下の責任を

負う条項は無効となる。 

(i) 抵当物件の価値以上の責

任を負うこと、又は  

(ii) 主たる債務の保証人とし

て責任を負うこと 

物上保証人は、（被担保債権であ

る）主たる債務について保証人とな

ることはできない。  

抵当権者に対して競売を請求

できる抵当権設定者の権利  

裁判所に対して訴えを提起するこ

とを要せず、被担保債権の支払期

限が経過後、抵当権設定者は抵当

権者に対して抵当物件の競売を行

うよう求める通知を送付すること

ができる。ただし、当該抵当物件

について登記されている他の抵当

権又は優先権が存在しない場合に

限る。 

抵当権設定者からの通知受領後 1年

以内に競売を行うことを怠った場

合、抵当権設定者は 1年以降に発生

し得る遅延利息又は遅延損害を負わ

ないこととなる。 
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改正法施行後に設定される保証及び抵当権への影響 

改正法施行後に設定される新たな保証及び抵当権は、改正法の上記要件を遵守しなければならない。加えて、保

証契約及び抵当権設定契約に基づく当事者の権利及び義務は、改正法に従い変更される。特に、保証人の負う保

証債務に補充性を認めず、タイ民商法典の条項に抵触する取決めを定めた保証契約は、無効となる。改正法施行

後は、上記のような内容を含む保証契約に基づく権利を執行しようとする場合、債権者の権利は厳格に制限され

ることとなる。 

改正法施行前に設定された既存の保証及び抵当権への影響 

改正法は同法施行前に設定された既存の保証及び抵当権に対しても遡及的に適用されることとなる。主要な遡及

的効果は以下の通りである。 

1. 保証 

 債権者は、主たる債務者の債務不履行発生のたびに保証人に対して通知を行うことが求められる。 

2. 抵当権  

 物上保証人の責任は抵当物件のみに限定される。 

 抵当権実行に先立ち、被担保債権者は物上保証人に対して、債務者に対する支払請求から 15日以内に

通知を送付しなければならない。これを怠った場合、物上保証人は 15日間以降に発生し得る遅延利息

又は遅延損害を負わないこととなる。 

上記の通り、改正法により保証人及び抵当権設定者の保護が拡大されることとなる。改正法には遡及的に適用さ

れる規定が存することから、既存の保証及び抵当権設定も影響を受ける点に留意する必要がある。 

タイに関するお問い合わせについては、下記までお願いいたします。 

勝山正雄 Tel: 03-6271-9517 masao.katsuyama@bakermckenzie.com 

 フィリピン 

● 司法省と証券取引委員会、証券取引委員会へのM&A申請書類を司法省に回付す

ることを同委員会に求める覚書（MOA）を締結 

2014年 7月 23日、フィリピン共和国の競争当局である DOJ（司法省）と SEC（証券取引委員会）は、証券取引

委員会に申請された M&Aの申請書類を司法省に回付することを同委員会に求める覚書（Memorandum of 

Agreement、MOA）を締結した。今後は、同 MOAに基づいて司法省が、予定されている M&Aが競争に与える

影響力を事前審査し、発見事項や注意事項を証券取引委員会に報告することが義務付けられることとなる。同

MOAは 2014年 8月 7日に発効した。司法省は、今後想定される M&Aが、現在の競争法や取引規制に違反する

か否かに関する審査に適用されるガイドラインを作成中である。 

同 MOAの具体的内容及び、MOAが M&Aに及ぼし得る影響に関するより詳細な分析については Quisumbing 

Torres in the Philippines（ベーカーアンドマッケンジー、マニラオフィス）より 10月付で発行されたクライアン

トアラート（英語）を参照されたい。 

 フィリピンに関するお問い合わせについては、下記までお願いいたします。 

寺田 万里子 Tel: 03-6271-9536 mariko.terada@bakermckenzie.com 

  

mailto:masao.katsuyama@bakermckenzie.com
http://www.bakermckenzie.com/files/Publication/93f8ae0e-4936-45aa-b125-8d5be6fd90f2/Presentation/PublicationAttachment/dca47f0f-7e8b-4164-846f-99aa8354c9cf/al_manila_dojandsec_oct14.pdf
http://www.bakermckenzie.com/files/Publication/93f8ae0e-4936-45aa-b125-8d5be6fd90f2/Presentation/PublicationAttachment/dca47f0f-7e8b-4164-846f-99aa8354c9cf/al_manila_dojandsec_oct14.pdf
http://www.bing.com/images/search?q=%E3%83%95%E3%82%A3%E3%83%AA%E3%83%94%E3%83%B3%E3%80%80%E5%9B%BD%E6%97%97&qs=n&form=QBIR&pq=%E3%83%95%E3%82%A3%E3%83%AA%E3%83%94%E3%83%B3%E3%80%80%E5%9B%BD%E6%97%97&sc=0-0&sp=-1&sk=#view=detail&id=3E3C53D09EF23CA5904923F25869F76E0926268F&selectedIndex=3
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 ベトナム 

● 外国組織・外国人に住宅の所有を認める住宅法の可決 

国会は、2014年 11月 25日、外国企業及び外国人に住宅購入を認める住宅法を可決した。住宅法では、一定の制

限は残るものの、予想されていたよりも広い範囲で外国企業・外国人の住宅購入を認めている。ベトナムの不動

産市場の活性化を狙い外国人による住宅所有を認めるよう長く議論が続けられてきたが、住宅法の可決により、

特に高級住宅の不動産市場における需要の活性化に期待が集まっている。 

住宅法における主要な点は以下のとおりである。 

住宅所有が認められる外国人 

住宅法では、以下の外国人に対して住宅の所有を認めている。 

 ベトナムへの入国が許可される外国人 

 ベトナム人と婚姻関係にある外国人 

従前は、ベトナム人と婚姻関係にある外国人のほかは、投資法に基づきベトナムに投資を行う外国人、ベトナム

で事業を行う企業において経営者の地位にある外国人、ベトナムに貢献し国家主席又は首相から承認を受けた外

国人、学士卒以上保有かつベトナムで必要となる特別な専門、経験、技術を有する外国人など、厳しい条件が課

されていた。また、１年以上のベトナム滞在を認められていることも条件であり、これらの条件を満たしても、

コンドミニアムにおける民間向け住戸１戸のみの所有しか認められていなかった。したがって、住宅法において

は、住宅が所有できる条件が緩和されたといえる。 

住宅所有が認められる外国組織 

住宅法では、以下の外国組織に対して住宅の所有を認めている。 

 ベトナム法に基づき住宅プロジェクトに投資する外国法人 

 ベトナムにおける外資系企業（支店、駐在事務所を含む） 

 ベトナムでの事業ライセンスを受けた外資系ファンド及び外国銀行の支店 

所有できる住宅の種類 

外国組織・外国人は、民間向けコンドミニアム、アパート、戸建て住宅（ヴィラ及びタウンハウス）の所有が認

められる。 

所有の形態 

外国組織及び外国人は、購入、所有権留保付の購入、贈与、相続の方法により住宅を所有することができる。ま

た、適切に区画された土地において、居住用住宅を建設することも認められる。 

所有者としての権利 

住宅を所有する外国組織及び外国人は、ベトナム人と同様に、所有する住宅につき、売却、担保設定、賃貸、現

物出資、贈与、遺贈、交換などを行うことができる。 

ただし、次のような制限が課される。賃貸を行う場合には、管轄当局への通知を行わなければならず、また法令

に従い納税を行わなければならない。さらに、外国組織は、自らの従業員の居住目的でのみ所有する住宅を使用

することができ、それ以外の目的（オフィスとして賃貸するなど）で使用することは認められない。 

http://www.bing.com/images/search?q=%E3%83%99%E3%83%88%E3%83%8A%E3%83%A0%E3%80%80%E5%9B%BD%E6%97%97&qs=n&form=QBIR&pq=%E3%83%99%E3%83%88%E3%83%8A%E3%83%A0%E3%80%80%E5%9B%BD%E6%97%97&sc=0-0&sp=-1&sk=#view=detail&id=2A19E5B9738B9B6DAB4D11143D0B20F095D09783&selectedIndex=27
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加えて、譲渡代金は、ベトナム国内の認可を受けた金融機関を通じて支払わなければならない。 

所有できる住宅数の上限 

外国組織及び外国人が住宅を所有することは認められるものの、その戸数には一定の制限が課されている。 

コンドミニアム 1棟につき、外国組織・外国人が所有できるのは全戸数の上限 30%までである（コンドミニアム

が多数所在する地域では、上限数は首相が決定する。） 

また、地区行政レベルと同等の人口を有する区域では、外国組織・外国人が所有できる戸建て住宅の戸数は上限

250戸である。 

パイロット・スキームでは、個別案件毎に、1棟の建物全体が外国組織・外国人に対して売却可能と指定されて

いたが、住宅法では外国組織・外国人の所有割合に対する制限を異なる方法で行っている。もっとも、この上限

戸数の制限を実際に施行し監視するには、地方の建設局における住宅登録などの新たなシステムが必要となると

考えられる。また、上限を超過した場合の制裁は現時点では定められていないが、所有権に対して何らかの制限

が課される可能性もある。 

所有権の期間 

外国人は、最長 50年の住宅に対する所有権が認められ、申請により延長が可能である。ベトナム人と婚姻関係

にある外国人は、期間制限のない所有権を取得できる。 

外国組織は、住宅の所有権が、投資許可証で認められた投資期間に限られる。 

住宅法は、2015年 7月 1日から施行される。もっとも、住宅法を施行するには、これから政令及び省令において

さらに詳細を定める必要がある。 

ベトナムに関するお問い合わせについては、下記までお願いいたします。 

松丸知津 ホーチミン事務所勤務 Tel: +84-4-3520-2667 chizu.matsumaru@bakermckenzie.com 

 マレーシア 

● 反マネーロンダリング・テロリスト資金提供禁止令（2014）の施行 

反マネーロンダリング・テロリスト資金提供禁止令（2014）（The Anti-Money Laundering and Anti-Terrorism 

Financing (Security Council Resolutions) (Al-Qaida and Taliban) (Amendment) Order 2014：以下「改正令」）が 2014

年 9月 10日に施行された。 

マレーシアにおいてマネーロンダリングやテロリストの活動に関する資金提供を禁ずる法律は、2001年反マ

ネーロンダリング・テロリスト資金提供禁止法（the Anti-Money Laundering and Anti-Terrorism Financing Act 2001）

である（以下「反テロリスト法」）。 

テロリストによる活動に対する資金提供を厳格に禁じ、国連安全保障理事会（以下「国連安保理」）の決議を実

効性のあるものとすべく、同法はマレーシアの内務相（Minister of Home Affairs）に対して、66C条及び 66D条

に基づき一定の権限を付与している。さらに同条は、反マネーロンダリング・テロリスト資金提供禁止令（2011）

（the Anti-Money Laundering and Anti-Terrorism Financing (Security Council Resolutions) (Al-Qaida and Taliban) Order 

2011：以下「旧政令」）の施行により実効性を付与されている。これは国連安保理がアルカイダ、ウサマ・ビ

ン・ラディン及びタリバンに対して発動した制裁処置を実効あらしめるためのものであった。 

旧政令は 1999年の国連安保理の決議で採択されたアルカイダ関連の制裁リストに言及しているが、改正令は

2011年の国連安保理の決議で採択されたタリバン関連の制裁リストに言及するものである。この制裁リストに

は、近時の改正により、最近問題になっているイスラム国（ISIS）と関係があると認められた個人や団体も含ま

れている。 

mailto:chizu.matsumaru@bakermckenzie.com
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1. 特定法人との取引の禁止 

改正令は、反テロリスト法 66B(3)条と併せて、いかなる者も直接あるいは間接にそれと知った上で以下の

行為を行うことを禁じている。 

 アルカイダ関連及びタリバン関連の制裁リストの双方で特定されている法人（以下「特定法人」）に

使われることを意図し、あるいは知りながら、資産を供給等すること。 

 特定法人の資産を取り扱うこと、あるいは同資産に関する金融あるいは関連サービスを提供すること。 

 特定法人の利益となるよう資産その他金融あるいは関連サービスを融通すること。 

 上述の行為を引き起こし、幇助あるいは促進し、又はその意図を有する活動に従事すること。 

2. 特定法人に対する資金提供に関する無過失責任 

旧政令では、内務相の許可なくして特定法人（あるいはそのために活動するあらゆる者）に資金あるいは

便益を提供した者は 100万マレーシア・リンギット以下の罰金及び/又は 1年以下の懲役の刑事罰を課す旨

規定している。 

3. 報告義務 

反テロリスト法の 66B条違反の行為を知得した者は、これを直ちに関係当局に報告・開示しなければなら

ない旨同法は規定している。 

4. 資産凍結措置等 

反テロリズム法に関する報告義務を有する団体は、法令上以下の措置を採らなければならない。 

 遅滞なく特定法人の資金（かかる特定法人が直接・間接に所有もしくは管理する資産あるいは法人か

ら生み出される資金を含む）を凍結すること。 

 同団体が特定法人が所有もしくは管理する資産を管理するか調査の上、半年おきにその結果を所轄の

関係当局に報告しなければならない。 

このような報告義務を有する団体には、金融機関、法律事務所や会計事務所が含まれる。これらの団体は、

同法の規律に加え、同団体を所轄する関係当局（マレーシア中央銀行や証券取引委員会など）が発行する

ガイドラインも遵守しなければならない点は留意が必要である。 

2014年 9月 1日に施行された反テロリスト法の改正により、同法違反の罰則が厳罰化され、上述の特定法人との

取引の禁止（同法 66B(3)条）に違反した者は 300万マレーシア・リンギット及び/又は 5年以下の懲役に服する

ことになった。これに伴い、同法が適用される可能性のある法人は、制裁リストを随時確認の上、反テロリスト

法を遵守することを確保しなければならない。 

さらに、顧客あるいは供給元などの取引先に関するデュー・ディリジェンスが、今まで以上に重要なものとなっ

てくる点には留意されたい。反テロリスト法違反の罰則は、違反を犯した法人のみならず、その役職員等その運

営に関わる個人に対しても課されるものである点には注意が必要である。 

このため、同法を厳格に遵守するにあたっては、取引先や従業員のスクリーニングの手続き及びこれらのプロセ

スに関する従業員のトレーニング、取引先のデュー・ディリジェンスを含む同法の遵守に関する内部規定の策定、

さらには同ポリシーを精読した旨確認する従業員あるいは取引先が署名するレターの準備等が検討されなければ

ならない。 

マレーシアに関するお問い合わせについては、下記までお願いいたします。 

木村裕 Wong & Partners（ベーカー＆マッケンジーのメンバーファーム） 

クアラルンプール勤務 Tel: +603-2298-7888 yutaka.kimura@bakermckenzie.com 

mailto:yutaka.kimura@bakermckenzie.com
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 ミャンマー 

● 新汚職防止法の執行状況 

ミャンマーでは、2013年 8月に成立、9月から施行されている新汚職防止法（Anti-Corruption Law）に基づき、

2014年 2月に汚職に関する調査権限を有する汚職撲滅委員会が発足した。同委員会は現に立法、行政、司法の

公職に就いていない 15名の委員で構成するとされているところ、実際には、元公務員、元大使、元軍人等が任

命されている。 

現政権は、海外からのミャンマー投資を妨げる一因となっていた、同国に蔓延する汚職を根絶し投資の呼び込み

を図るべく新汚職防止法の制定などの取り組みを続けている。同法の施行もあって、世界腐敗認識指数における

同国の順位は 2012年の 175か国中 172位から 2013年には 157位に上昇し、カンボジアを抜き ASEAN最下位を

脱出したところである。 

しかしながら、新汚職防止法は、旧法と異なり、贈賄側にも 7年以下の懲役及び罰金という罰則を科することと

なった一方で、非常に広範な「賄賂」の定義を有しており、一見するとなんでも賄賂に該当すると解釈される余

地がある。この点に関する公的解釈が待たれるところであるが、現時点で、いまだ新汚職防止法に基づく摘発事

例は見当たらず、汚職撲滅委員会による実際の調査事例にも接していない。 

具体的には、同法は、「賄賂」に関し、金銭、商品、贈物、サービス、接待その他無料で供与されるいかなる非

公式の利益であっても「賄賂」に含まれると定義している一方、米国の FCPAや OECD条約に設けられている

「facility payment」に関する規定を有していない。したがって文理解釈上はすべての贈答又は接待が賄賂に該当

し摘発される可能性があることとなる。しかしながら、このような法律の構成にかかわらず、ミャンマーにおい

ても、やはり、いわゆる社交儀礼、慣習、一般常識の範囲内のプレゼント等は許されると解釈されており、同国

に進出する日本企業にとってはその線引きが頭の痛い問題となっている。 

この点につき、新汚職防止法の施行後、テイン・セイン大統領が、公務員に対して、30万チャット（約 300米

ドル）までの贈答であれば受領してもよいと述べ、同旨の通達が発布されたと報道されている。しかし、その後

この金額については相当な批判があったともされ、我々が関係省庁に照会した範囲では、この金額を目安として

よいと回答したところはなかった。したがって、ミャンマーで社交儀礼の範囲内として許される金額は 300ドル

より相当低いものであると考えたほうが無難であると思われる。他方、たとえばビジネスランチ代の負担などの

限られた場合を除き、いわゆる「接待」（entertainment）はその金額を問わず許されないとする見方が多いよう

である。 

いずれにしても、ミャンマーにおいて、贈答等を行う場合は、領収書や請求書などの書類を保存し、それが賄賂

に当たらないことにつき記録を残し証拠化しておくことが重要である。 

ミャンマーに関するお問い合わせについては、下記までお願いいたします。 

穂高弥生子 Tel: 03-6271-9461 yaeko.hodaka@bakermckenzie.com 

南アジア 

 インド 

● REIT法制に関する信託法の改正 

2013年 10月 10日、インド証券取引委員会（Securities and Exchange Board of India、SEBI）は、REIT法制に関す

る改正案についてのパブリックコメントを求めていたところ、2014年 9月 26日、REIT法制に関する信託法の改

正案が公表され、インドにおける REIT法制の概要が発表された。 

mailto:Yaeko.Hodaka@bakermckenzie.com
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http://www.bing.com/images/search?q=%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%89%E3%80%80%E5%9B%BD%E6%97%97&qs=n&form=QBIR&pq=%E3%82%A4%E3%83%B3%E3%83%89%E3%80%80%E5%9B%BD%E6%97%97&sc=0-0&sp=-1&sk=#view=detail&id=B0E2CA5C72DC5B5D78787D071EA1F5FA7CD79345&selectedIndex=1


13    アジアフォーカスチーム ニューズレター 12月号 December 2014 

インドの REIT法制は、1882年インド信託法（Indian Trusts Act, 1882）及び関連法規によって規定されており、

投資対象、投資家、スポンサーなどに対する種々の規制がかけられている。例えば、インドにおける REITは更

地、農地などには投資することはできず、2以上のプロジェクトに投資しなければならない。また、REITにおい

ては、最低 200名の投資家がいなければならず、200名以下となった場合は、受託者は上場廃止の申請を行わな

ければならない。REITのスポンサーは、スポンサー全体で 15%以上の REITのユニットを保有しなければなら

ず、かつスポンサーは個別に 5%の REITのユニットを保有しなければならないなどの種々の規制を受ける。 

インドに関するお問い合わせについては、下記までお願いいたします。 

鈴木泰治郎 Tel: 03-6271-9701 taijiro.suzuki@bakermckenzie.com 

  

mailto:taijiro.suzuki@bakermckenzie.com
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ベーカー＆マッケンジーのアジア・太平洋地域のネットワーク 

ベーカー＆マッケンジーは、アジア・太平洋地域に 17の事務所からなるネットワークを有するアジア最大規模

の法律事務所です。アジア各地で日本人弁護士が執務し、日本企業のニーズに即したきめ細かいリーガルサービ

スを提供しております。 
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